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○山形市開発行為の規制等に関する規則 

昭和62年４月１日規則第20号 

改正 

平成５年６月24日規則第29号 

平成７年３月31日規則第16号 

平成11年４月１日規則第25号 

平成12年４月１日規則第33号 

平成13年３月30日規則第34号 

平成13年６月８日規則第40号 

平成15年３月10日規則第３号 

平成19年11月29日規則第52号 

平成24年３月30日規則第20号 

平成29年５月31日規則第29号 

山形市開発行為の規制等に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、この市の開発行為の規制等に関し、都市計画法（昭和43年法律第100号。

以下「法」という。）、都市計画法施行令（昭和44年政令第158号。以下「政令」という。）

及び都市計画法施行規則（昭和44年建設省令第49号。以下「省令」という。）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

（開発許可の申請） 

第２条 開発許可（法第29条第１項又は第２項の規定による許可をいう。以下同じ。）を受け

ようとする者は、開発行為許可申請書（省令別記様式第２又は別記様式第２の２）に、法第

30条第２項及び省令第17条第１項に定める図書のほか、次に掲げる図書（開発区域の面積が

0.3ヘクタール未満の開発行為又は主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供す

る目的で行う開発行為若しくは主として、住宅以外の建築物で自己の業務の用に供するもの

の建築若しくは自己の業務の用に供する特定工作物の建設の用に供する目的で行う開発行為

であって開発区域の面積が１ヘクタール未満のものにあっては、第３号に掲げる書類を除

く。）を添付し、市長に提出しなければならない。 

(１) 開発区域となる土地の登記事項証明書、字限図、求積図及び現況写真又はこれらに類

する図書 
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(２) 申請者及び工事施工者の住民票の写し（当該申請者及び工事施行者が法人である場合

は、登記事項証明書） 

(３) 次の表の左欄に掲げる区分に応じ、同表の中欄又は右欄に掲げる書類（建設業法（昭

和24年法律第100号）第３条第１項ただし書の規定に該当する者にあっては、工事施行者

の項イに掲げる書類を除く。） 

区分 法人 個人 

申請者 
ア 定款 ア 資産に関する調書 

イ 事業経歴書 イ 事業経歴書 

工事施行者 
ア 事業経歴書 ア 事業経歴書 

イ 建設業の許可書の写し イ 建設業の許可書の写し 

(４) 法第33条第１項第14号に規定する同意者の印鑑証明書 

(５) その他市長が必要と認める図書 

２ 前項第３号の資産に関する調書及び事業経歴書は、それぞれ別記様式第１号、別記様式第

２号によるものとする。 

３ 法第30条第１項第３号の規定に基づく省令第16条第２項の設計説明書は、別記様式第３号

によるものとする。 

４ 省令第17条第１項第３号の相当数の同意を得たことを証する書類は、別記様式第４号によ

るものとする。 

５ 省令第17条第１項第４号の設計資格を有する者であることを証する書類は、別記様式第５

号によるものとする。 

６ 市長は、申請者に対し、法第35条第１項の規定に基づく処分をしたときは、許可の処分に

あっては開発行為許可通知書（別記様式第５号の２）により、不許可の処分にあっては開発

行為不許可通知書（別記様式第５号の３）により通知するものとする。 

（既存の権利者の届出） 

第３条 法第34条第13号の規定により既存権利の届出を行おうとする者は、既存権利届出書

（別記様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

（国の機関又は都道府県等が行う開発行為の協議） 

第３条の２ 法第34条の２第１項の規定により開発行為についての協議を行おうとする者は、

開発行為協議書（別記様式第６号の２）を市長に提出しなければならない。 
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２ 前項の開発行為協議書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

(１) 法第30条第２項及び省令第17条第１項に定める図書 

(２) 第２条第１項第１号、第４号及び第５号に掲げる図書 

３ 第２条第４項及び第５項の規定は、前項の規定による図書の添付について準用する。 

４ 市長は、第１項の協議を行った者に対し、当該協議が成立したときは開発行為協議成立通

知書（別記様式第６号の３）により、成立しなかったときは開発行為協議不成立通知書（別

記様式第６号の４）により通知するものとする。 

（開発行為の変更の許可の申請） 

第４条 法第35条の２第１項の規定により開発行為の変更の許可を受けようとする者は、開発

行為変更許可申請書（別記様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、省令第28条の３に定める図書のほか、次に掲げる図書を添付しなけれ

ばならない。 

(１) 第２条第１項各号に掲げる図書のうち開発行為の変更に伴いその内容が変更されるも

の 

(２) その他市長が必要と認める図書 

３ 市長は、第１項の許可をしたときは、申請者に対し、開発行為変更許可通知書（別記様式

第７号の２）により通知するものとする。 

（国の機関又は都道府県等が行う開発行為の変更の協議） 

第４条の２ 法第35条の２第４項において準用する法第34条の２第１項の規定により協議を行

おうとする者は、開発行為変更協議書（別記様式第７号の３）を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の開発行為変更協議書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

(１) 省令第28条の３に定める図書 

(２) 第２条第１項第１号、第４号及び第５号に掲げる図書のうち開発行為の変更に伴いそ

の内容が変更されるもの 

(３) その他市長が必要と認める図書 

３ 市長は、第１項の規定による協議が成立したときは、当該協議を行った者に対し、開発行

為変更協議成立通知書（別記様式第７号の４）により通知するものとする。 

（工事着手の届出） 

第５条 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る工事に着手しようとするときは、現場管
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理者を定め、工事着手届出書（別記様式第８号）に主要な工事行程表及び現況写真を添付し

て市長に提出しなければならない。 

（許可標識の掲示） 

第６条 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る工事に着手する日から法第36条第３項に

規定する工事完了公告の日までの間、開発区域内の公衆の見やすい場所に、開発行為許可標

識（別記様式第９号）を掲示しなければならない。 

（変更の届出） 

第７条 法第35条の２第３項の規定により届出を行おうとする者は、市長が必要と認める書類

を添付した開発行為等変更届出書（別記様式第10号）を市長に提出しなければならない。 

２ 開発許可を受けた者は、開発許可を受けた日から工事完了公告の日までの間に、次に掲げ

る事項に変更があった場合は、遅滞なく、開発行為等変更届出書に市長が必要と認める書類

を添付して市長に提出するとともに、前条の開発許可標識を修正しなければならない。 

(１) 開発行為者の氏名若しくは名称又は住所（開発行為者が法人である場合は、代表者の

氏名若しくは商号又は住所） 

(２) 設計者の氏名又は住所 

(３) 現場管理者の氏名又は住所 

(４) 主たる事務所の所在地 

（工事完了の届出） 

第７条の２ 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る工事又は当該工事のうち公共施設に

関する工事を完了したときは、遅滞なく、工事完了届出書（省令別記様式第４）又は公共施

設工事完了届出書（省令別記様式第５）に当該工事の完成図を添付して市長に届け出なけれ

ばならない。 

（工事完了の公告） 

第８条 省令第31条の規定による工事完了の公告は、同条に定める事項を記載した書類を山形

市公告式条例（昭和25年市条例第23号）第２条第３項に規定するこの市の掲示場に掲示して

行うものとする。 

（工事完了公告前の建築等の承認申請） 

第９条 工事完了公告の日前において、法第37条第１号に規定する工事用の仮設建築物等以外

の建築等の承認を受けようとする者は、工事完了公告前建築等承認申請書（別記様式第11号）

に次に掲げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 
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(１) 建築物又は特定工作物（以下この条において「建築物等」という。）の敷地の位置及

び区域を表示する図面 

(２) 敷地内における建築物等の位置を表示する図面（縮尺500分の１以上とする。） 

(３) 建築物等の平面図及び立面図（縮尺200分の１以上とする。） 

(４) その他市長が必要と認める図書 

２ 市長は、前項の承認をしたときは、申請者に対し、工事完了公告前建築等承認通知書（別

記様式第11号の２）により通知するものとする。 

（開発行為に関する工事の廃止等の届出） 

第10条 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る工事を廃止したときは、遅滞なく、開発

行為に関する工事の廃止の届出書（省令別記様式第８）に、当該工事を廃止した日現在にお

ける現況写真及び開発行為の廃止に係る措置説明書（別記様式第12号）を添付し、市長に提

出しなければならない。 

２ 開発許可を受けた者は、開発行為を中止し、又は再開しようとするときは、遅滞なく、開

発行為の中止（再開）届出書（別記様式第13号）に現況写真を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。 

（用途地域の定められていない土地の区域内における建築物の特例許可申請） 

第11条 法第41条第２項ただし書（法第34条の２第２項又は第35条の２第４項において準用す

る場合に限る。）の規定により市街化調整区域内における建築物の建築の許可を受けようと

する者は、市街化調整区域内における建築物の特例許可申請書（別記様式第14号）に第９条

各号に掲げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の許可をしたときは、申請者に対し、市街化調整区域内における建築物の特

例許可通知書（別記様式第14号の２）により通知するものとする。 

（予定建築物等以外の建築等の許可申請） 

第12条 法第42条第１項ただし書の規定により開発許可を受けた開発区域内の土地における予

定建築物等以外の建築物若しくは特定工作物の新築若しくは新設又は予定建築物以外の建築

物となる建築物の改築若しくは用途の変更の許可を受けようとする者は、予定建築物等以外

の建築等許可申請書（別記様式第15号）に第９条各号に掲げる図書を添付して市長に提出し

なければならない。 

２ 市長は、前項の許可をしたときは、申請者に対し、予定建築物等以外の建築等許可通知書

（別記様式第15号の２）により通知するものとする。 
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（国の機関又は都道府県等が行う予定建築物等以外の建築等の協議） 

第12条の２ 法第42条第２項の規定により同条第１項ただし書の規定による許可があったもの

とみなされる場合における当該許可を受けた開発区域内の土地における予定建築物等以外の

建築物若しくは特定工作物の新築若しくは新設又は予定建築物以外の建築物となる建築物の

改築若しくは用途の変更の協議を行おうとする者は、予定建築物等以外の建築等協議書（別

記様式第15号の３）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の予定建築物等以外の建築等協議書には、第９条各号に掲げる図書を添付しなければ

ならない。 

３ 市長は、第１項の協議が成立したときは、当該協議を行った者に対し、予定建築物等以外

の建築等協議成立通知書（別記様式第15号の４）により通知するものとする。 

（市街化調整区域内における建築等の許可申請） 

第13条 法第43条第１項の規定により、市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外

の区域内における建築物の新設、改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物の新設の許

可を受けようとする者は、建築物の新設、改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物の

新設許可申請書（省令別記様式第９）に省令第34条第２項に定める図書のほか、次に掲げる

図書を添付して市長に提出しなければならない。 

(１) 敷地となる土地の登記事項証明書、字限図、土地利用計画の内容を明示した図面、求

積図及び現況写真又はこれらに類する図書 

(２) 申請者の住民票の写し（当該申請者が法人である場合は、登記事項証明書） 

(３) 敷地となる土地又はその土地にある建築物その他の工作物につき、当該建築等の実施

の妨げとなる権利を有する者の相当数の同意を得たことを証する書類 

(４) 前号に規定する同意をした者の印鑑証明書 

(５) その他市長が必要と認める図書 

２ 前項第１号の土地利用計画の内容を明示した図面には、これを作成した者が記名押印又は

署名しなければならない。 

３ 第１項第３号の書類は、別記様式第４号によるものとする。 

４ 市長は、申請者に対し、第１項の許可をしたときは建築行為許可通知書（別記様式第15号

の５）により、同項の許可をしないときは建築行為不許可通知書（別記様式第15号の６）に

より通知するものとする。 

（市街化調整区域内における国の機関又は都道府県等が行う建築等の協議） 
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第13条の２ 法第43条第３項の規定により、市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域

以外の区域内における建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物の新設

の協議を行おうとする者は、建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物

の新設協議書（別記様式第15号の７）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

(１) 省令第34条第２項に定める図書 

(２) 前条第１項第１号及び第３号から第５号までに掲げる図書 

３ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による図書の添付について準用する。 

４ 市長は、第１項の協議が成立したときは、当該協議を行った者に対し、建築物の新築、改

築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物の新設協議成立通知書（別記様式第15号の８）

により通知するものとする。 

（開発許可に基づく地位承継の届出） 

第14条 法第44条の規定により開発許可に基づく地位を承継した者は、地位の承継後遅滞なく、

地位承継届出書（別記様式第16号）に当該地位を承継したことを証する書類を添付して市長

に提出しなければならない。 

（開発許可に基づく地位承継の承認申請） 

第15条 法第45条の規定により開発許可に基づく地位の承継の承認を受けようとする者は、開

発許可地位承継承認申請書（別記様式第17号）に、次に掲げる図書（当該承認を受けようと

する者の行う開発行為が、主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で

行うもの又は住宅以外の建築物で自己の業務の用に供する特定工作物の建設の用に供する目

的で行うものであって開発区域の面積が１ヘクタール未満のものである場合にあっては、第

２号に掲げる書類を除く。）を添付して市長に提出しなければならない。 

(１) 第２条第１項第２号及び第３号に掲げる書類（工事施行者に係る書類を除く。） 

(２) 省令第16条第５項に規定する資金計画書 

(３) 土地の所有権その他開発行為に関する工事を施行する権原を取得したことを証する書

類 

２ 市長は、前項の承認をしたときは、申請者に対し、開発許可地位承継承認通知書（別記様

式第17号の２）により通知するものとする。 
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（開発登録簿） 

第16条 法第46条の開発登録簿（以下「登録簿」という。）の様式は、別記様式第18号による

ものとする。 

（開発登録簿の写しの交付請求） 

第17条 法第47条第５項の規定により登録簿の写しの交付を請求しようとする者は、開発登録

簿の写しの交付請求書（別記様式第19号）を市長に提出しなければならない。 

（適合証明書の交付申請） 

第18条 省令第60条の規定による証明（法第53条第１項の規定に係るものを除く。）を申請し

ようとする者は、開発行為等適合証明申請書（別記様式第20号）に、次に掲げる図書を添付

して市長に提出しなければならない。 

(１) 位置図 

(２) 現況図 

(３) 土地利用計画図 

(４) 敷地求積図 

(５) 建築物平面図及び立面図 

(６) 当該土地の公図の写し 

(７) その他市長が指示する図書 

２ 市長は、申請者が行おうとする開発行為等の計画が法第29条第１項若しくは第２項、第35

条の２第１項、第41条第２項、第42条又は第43条第１項の規定に適合しているときは、申請

者に対し、開発行為等適合証明書（別記様式第20号の２）を交付するものとする。 

（非該当証明の交付申請） 

第18条の２ 行おうとする開発行為等の計画が開発許可又は法第43条第１項の許可を要しない

こと（以下「非該当」という。）の証明を申請しようとする者は、開発行為等非該当証明申

請書（別記様式第20号の３）に、前条第１項各号に掲げる図書を添付して市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は、申請者が行おうとする開発行為等の計画が非該当であるときは、申請者に対し、

開発行為等非該当証明書（別記様式第20号の４）を交付するものとする。 

（身分証明書の様式） 

第19条 法第82条第２項の身分を示す証明書の様式は、別記様式第21号によるものとする。 

（書類の提出部数） 
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第20条 法、政令、省令及びこの規則の規定により市長に提出する申請書及びこれに添付する

図書の提出部数は、正本１部及び副本１部とする。ただし、第17条の規定による開発登録簿

の写しの交付申請書にあっては、正本１部とする。 

（委任） 

第21条 この規則に定めるもののほか、この市が行う開発行為の規制等に関する手続等に関し

必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、昭和62年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年６月24日規則第29号） 

この規則は、平成５年２月25日から施行する。 

附 則（平成７年３月31日規則第16号） 

この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年４月１日規則第25号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成12年４月１日規則第33号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成13年３月30日規則第34号） 

この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年６月８日規則第40号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（山形市開発登録簿の閲覧等に関する規則の一部改正） 

２ 山形市開発登録簿の閲覧等に関する規則（昭和62年市規則第21号）の一部を次のように改

正する。 

〔次のよう略〕 

附 則（平成15年３月10日規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

（山形市開発登録簿の閲覧等に関する規則の一部改正） 

２ 山形市開発登録簿の閲覧等に関する規則（昭和62年市規則第21号）の一部を次のように改
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正する。 

〔次のよう略〕 

附 則（平成19年11月29日規則第52号） 

この規則は、平成19年11月30日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規則第20号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年５月３１日規則第２９号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正前の山形市開発行為の規制等に関する規則（以下「改正前規則」とい

う。）の規定により提出された申請、届出、協議及び請求に係る書類は、この規則による改

正後の山形市開発行為の規制等に関する規則の規定により提出された申請、届出、協議及び

請求に係る書類とみなす。 

３ この規則の施行の際現に残存する改正前規則の規定に基づき作成された用紙は、当分の間、

これを取り繕って使用することができる。 
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別記 

様式第１号（第２条関係） 
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様式第２号（第２条関係） 
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様式第３号（第２条関係） 
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様式第４号（第２条関係） 
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様式第５号（第２条関係） 
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様式第５号の２（第２条関係） 
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様式第５号の３（第２条関係） 

 

 

 

 

 



20/54 

様式第６号（第３条関係） 
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様式第６号の２（第３条の２ 関係） 
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様式第６号の３（第３条の２関係） 
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様式第６号の４（第３条の２関係） 
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様式第７号（第４条関係） 
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様式第７号の２（第４条関係） 
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様式第７号の３（第４条の２関係） 
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様式第７号の４（第４条の２関係） 
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様式第８号（第５条関係） 
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様式第９号（第６条関係） 
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様式第10号（第７条関係） 
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様式第11号（第９条関係） 
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様式第11号の２（第９条関係） 

 

 

 

 

 

 



33/54 

様式第12号（第10条関係） 
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様式第13号（第10条関係） 
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様式第14号（第11条関係） 

 

 

 

 

 



36/54 

様式第14号の２（第11条関係） 
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様式第15号（第12条関係） 
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様式第15号の２（第12条関係） 
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様式第15号の３（第12条の２関係） 
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様式第15号の４（第12条の２関係） 
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様式第15号の５（第13条関係） 
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様式第15号の６（第13条関係） 
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様式第15号の７（第13条の２関係） 
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様式第15号の８（第13条の２関係） 
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様式第16号（第14条関係） 
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様式第17号（第15条関係） 
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様式第17号の２（第15条関係） 
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様式第18号（第16条関係） 
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様式第19号（第17条関係） 
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様式第20号（第18条関係） 
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様式第20号の２（第18条関係） 
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様式第20号の３（第18条の２関係） 
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様式第20号の４（第18条の２関係） 
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様式第21号（第19条関係） 

 

 


